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一般報文 
 

舗装マネジメントシステムの課題と実用性向上の方策 

藤原栄吾・渡邉一弘・久保和幸 
 

1．はじめに1 

舗装マネジメントシステム（PMS:Pavement 
Management System 以下「PMS」という。）は、

舗装管理のPDCA（Plan-Do-Check-Act）サイク

ルを体系づけたもので、舗装管理の効率化やアカ

ウンタビリティ向上に寄与するツールとして高い

有用性が期待されている。我が国では多くの道路

管理者や技術者がPMS導入に向けた検討を行っ

ており、直轄国道においても昭和50年代より評

価指標、点検手法、劣化予測手法の開発や舗装構

造・補修履歴を含めた総合的なデータバンク化等、

個々の要素技術を発展させながら取り組まれてい

る。一方、地方自治体でPMSを導入するために

は体制面の制約等、解決すべき課題も多いと考え

られる。そこで、筆者らは地方自治体の舗装管理

の実態を調査するとともに国内外のPMSの事例

や要素技術を整理し、PMSを自治体が活用でき

るよう簡素化による実用性向上の方策を検討した。 

2．地方自治体の舗装管理実態とPMSの事例 

2.1 地方自治体の舗装管理実態 
 地方自治体の舗装管理の実態を把握するため、

渡邉ら 1)は地域特性のバランスを考慮して全国

180市町村を対象にアンケート調査を実施した。

結果を表-1に示す。自治体の規模の分布が広いた

め舗装の管理実態は各自治体で異なるが、舗装の

維持管理にかかる年間予算と道路の維持管理に従

事する職員数の関係から、平均すると職員1人あ

たり約1400万円の予算で100km程度の市町村道

の舗装を管理しているという状況にある。PMS
を稼働させるためには、システムを運用する職員

と舗装の状態を把握するための点検情報が不可欠

であるが、定期点検については大半の自治体で実

施されていない。また、道路の維持管理担当者が

1名以下の自治体もあり、PMSの導入が進みにく

いと推察される。 
──────────────────────── 

Study to Improve Practicality of Pavement Management 
System 

 
表-1 道路舗装の管理実態に関するアンケート調査結果 1) 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
2.2 国内外のPMSの事例 
(1)国内のPMSの事例 
 現在、直轄国道をはじめ高速道路会社および複

数の都県でPMSが構築されている。直轄国道を

例にあげると、図-1のように道路管理情報、舗装

工事情報、路面性状測定データを基軸とする舗装

データベースが構築されており、帳票、舗装管理

カルテを出力する機能を有している。PMSの主

目的は舗装管理におけるライフサイクルコストの

最小化や投資効果の最大化であり、これに係る意

思決定に寄与している。また、そのための分析

ツールを有するものも存在する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

図-1 直轄国道のPMSの概要2) 

自治体の規模 平均 分布範囲

 人口（万人） 5.3 0.2～34
 面積（km2） 210 6～1200
 管理する道路延長（km） 560 77～2200
 道路の維持管理に従事する
 職員数(人）

5.7 0.2～36

 舗装の維持管理にかかる

 年間予算（H19-21平均）（百万円）
84 0.3～543

パトロール頻度 回答数

 1回/週 5
 1回/月 18
 2～3回/半年 9
 1回/半年 1
 不定期 30
 その他 8

定期点検実施状況 回答数

定期的に実施 7
不定期に実施 2
実施していない 62

・帳票出力

・舗装管理カルテ

簡易システム（CD-R ）

整備局版、事務所版

Web版システム

システムの概要

路面性状評価図データベース作成（更新・登録）

当該年度の

舗装データベース

＜ 入力データ ＞

舗装データベース作成（更新・検証）

路面性状調査

舗装管理支援システム
管理運用

事務所、出張所の資料

道路管理情報、 舗装工事情報

ＭＩＣＨＩ、 道路交通センサ

地方整備局サーバ

事務所

出張所

報告書

事務所、出張所整備局

LAN

路面性状測定

（ひび割れ、わだち掘れ、平たん性）

※Web版は、統合型MICHIと連携およびデータの一括更新が可能
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(2)海外のPMSの事例 
1)アメリカ3),4) 

1989年に連邦道路局（FHWA）は全ての州に

Pavement Managementの開発と実施を義務づけ、

PMS 導入を条件に補助金を拠出することとした。

これを受けて各州の交通省はPMSの開発を始め

た。ワシントン州では、これに先駆けて1969年
から州が管理する道路全体の路面調査を開始し、

1970年代から独自のPMSを導入している。なお、

FHWAは他の州のPMS導入の参考資料として、”

Pavement Management Systems: The 
Washington State Experience”を2008年に公開

している。ワシントン州舗装マネジメントシステ

ム (WSPMS)は、日本のPMSと同様にデータベー

スと分析ツールで構成されており、定期的なモニ

タリング結果に基づいて補修時期、補修工法の決

定の支援を行うとされている。 
2)イギリス4),5) 

イギリス政府機関の道路局 (HA)が国道を管理

しており、HAPMSと呼ばれるPMSを運用してい

る。HAPMSは、国道網、工事、台帳、交通、事

故および路面性状に関するデータの一元管理機能、

データ分析およびレポート作成機能、予算制約下

での最適なライフサイクルコストを見出す機能な

どを有している。地方道においても、HAは英国

舗装管理システム（UKPMS）に定めた一定の基

準を満たす舗装管理を行うことを地方政府に義務

づけている。 
3)マレーシア4),6) 

公共事業局 (PWD)において、2002年よりPMS
を主要な道路の維持管理に活用している。マレー

シアのPMSは、舗装・交通量データ、道路ア

セットマネジメントシステム（RAMS）、HDM-4
で構成されており、RAMSで舗装・交通量データ

をHDM-4の入力データに変換して分析を行い、

維持管理計画の策定に活用している。HDM-4は
世界銀行、アジア開発銀行などが主要なスポン

サーとして設立されたISOHDM（ International 
Study Of Highway Development and 
Management System）によって開発された、道

路の維持管理にかかる意思決定を合理的かつ効果

的に行うことを支援するコンピュータ・ソフトウ

エアであり、100カ国以上の国や地域で利用され

ている。 

4)ベトナム4),7) 
2000年以降に舗装管理システムとしてHDM-4

を導入し、システムを稼働させるため路面調査を

実施しているが、技術的な理由により期待した成

果が得られなかった。そこでベトナムは日本に支

援を要請し、2011年、「道路維持管理能力強化プ

ロジェクト」で日本のPMSの1つである「京都モ

デル」によるベトナム版PMSの開発が決定した。

その結果、ベトナム南部の軟弱地盤の影響で南部

と北部で舗装の劣化に顕著な相違があることを定

量的に評価するなど、一定の成果をあげている。 
2.3 PMSの要素技術 

（1）データベース 
データベースはPMSで各種の分析を行うため

に必要な情報を格納したものであり、直轄国道の

PMSでは以下のデータがある。 
･道路管理データ（事務所、所在地、区間長等） 
･道路構造データ（車線構成、幅員等） 
･沿道条件データ（一般雪寒区分、沿道環境等） 
･交通条件データ 
･舗装点検データ（路面性状、たわみ量等） 
･舗装設計データ（大型車交通量、設計 CBR 等） 
･舗装工事データ 

図 -1 に示しているように、データベースは路

面性状調査の結果、道路管理、舗装工事などの膨

大な情報を入力して更新される。データベースは

道路管理の現況把握や後述の将来予測に用いるた

め、情報の信頼性が担保されていること、定期的

に更新されていること、情報の欠損が生じないよ

うに管理されていることが求められる。図 -2 に

直轄国道の PMS のデータベース画面の例を示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-2 データベース情報の出力例  
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図-3 路面性状測定車  

 
（2）点検・調査技術 

舗装の点検･調査は、舗装の状態の把握と補修

が必要な箇所の抽出を目的として実施されており、

路面調査と構造調査がある。路面調査には目視観

察と機器を用いて路面の形状やひび割れを走行し

ながら計測する路面性状調査がある。調査は図-3
のような路面性状測定車を用いて行われる。同車

両の特徴として、路面の形状は計測から結果の出

力まで自動化されており、ひび割れは計測時に撮

影した画像を人の目で判定して結果を出力するも

のが大半を占めている。また、構造調査は舗装内

部の状態を把握するもので、衝撃荷重を発生させ

て 舗 装 の た わ み を 非 破 壊 で 計 測 す る FWD
（Falling Weight Deflectometer）が活用されて

いる。全道路の点検・調査を路面性状測定車や

FWDで実施することは現実的ではない。管理実

態を踏まえて点検・調査技術を選択し、その道路

に必要な情報を収集することが重要である。 
（3）将来予測技術 

舗装の状態の将来予測技術は、複数回の点検

データを用いて回帰式により予測する方法、力学

モデルや数学モデルをベースに予測式の係数を幾

つかのデータから調整する方法、舗装点検データ、

舗装工事データ等から統計的劣化予測手法により 
舗装の劣化過程をモデル化する手法が存在する。

将来予測の目的は、現在の管理水準を維持するた

めに必要な費用を積算すること、予防保全による

長寿命化を達成することである。そのための劣化

の要因分析や維持修繕の経済効果といった高度な

分析を行う場合、とりわけ予測式の係数の調整を

行うようなケースでは多くの情報と予測式に関す

る専門的な知識が求められる。 

3．PMS実用性向上の課題と方策 

3.1 実用性向上のための課題 
1970年代にPMSが開発されて以降、PMSの各

要素技術は高度化している。一方、PMSの構

築・運用に掛かる費用、高度化した要素技術に対

応する人員の確保が大きな課題といえる。舗装の

点検や補修履歴等の情報がデータとして整備され

ており、これを管理する人員が確保されている場

合、図 -1のような従来のPMSの導入が可能であ

る。一方、これらの情報を得るための経済的な負

担が大きく、情報に関して知見を有する人員がい

ない場合、従来のPMSの導入は難しい。このよ

うなケースでは管理実態を踏まえた低廉かつ簡潔

なPMSを構築し、システムを運用しながら継続

的に改善していくことが重要である。 
前章の要素技術に着目して直轄国道のPMSを

地方自治体に適用する際の課題を表-2に示す。 
表-2 PMSの実用性向上のための課題  

 
3.2 PMS実用性向上の方策 

前節の課題に関して、幾つかの都道府県で取り

組みが行われている。例えば、データベースシス

テムでは、道路や橋梁などの台帳、災害情報、点

検や補修などの情報を一元管理するシステム8)、

点検・調査による現状把握では、乗用車に点検用

デバイスを搭載して損傷箇所を検出する技術が開

発されている9)。舗装の将来予測については、統

計的劣化予測技術が高度化しており10)、最小限の

点検情報で将来予測を行い、早期破損箇所を特定

してベンチマーキングを行う方法論も開発されて

いる。また、岐阜県では産官学連携でインフラの

維持管理に関する専門技術者の養成を行っており

11)、高度な専門技術者として期待される。 
以上の取り組みを踏まえ、PMS実用性向上に

有効と思われる方策を舗装管理の点検、診断、措

置、記録の各段階で整理したものを図-4に示す。 

項 目  課 題  

データベース  
システム  

汎用性が高く更新が容易なシステムの構築  
・多くのデータを担当者が毎年更新  
・舗装単独のシステムで汎用性が低い  

点検･調査に  
よる現状把握  

点検情報の効率的･効果的な取得  
・コストの高い測定車による調査  
・全路線を同じ方法で調査  

舗装の将来  
予測  

診断技術の向上と要補修箇所の選定  
・将来予測に多くのデータが必要  
・システムの出力結果で判断  
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4．まとめ 

舗装管理にPMSの導入を検討している地方自

治体は多いと思われる。PMSを導入して舗装管

理の効率化を実現するためには、各自治体の舗装

管理の問題を明確にした上でPMSのために必要

な要素技術を選定あるいは開発することが重要で

ある。本報では、国内外のPMSの事例を踏まえ、

直轄国道のPMSをベースとして実用性向上のた

めの課題と方策を示した。これがPMS導入の一

助となれば幸いである。 
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点検

措置

診断記録 PMS

路面情報の効率的・効果的な取得
・点検用デバイス（画像、振動等）を搭載した

車両による路面情報の取得

・機器点検と目視のグループ分け

※点検方法は路線の重要度に基づいて選定

舗装診断技術の向上
・必要最小限の点検データによる将来予測と

ベンチマーキングによる早期破損箇所の特定

・専門的な維持管理技術者の養成

（例：メンテナンスエキスパート）

※診断→詳細点検→高度な診断へ

要補修区間、補修工法の選定と実施
・維持工法（パッチング、ひび割れ注入、穴埋め、

こぶとり等）

・修繕工法（切削ｵｰﾊﾞｰﾚｲ、打換等）

※重要路線では現場の要望を考慮しつつ点検・
診断に基づく予防的維持を実施

ｸﾗｳﾄﾞｻｰﾋﾞｽを利用した記録の更新
・各台帳、工事記録等の集約と一元管理

・日常点検のweb上での作業指示、遂行､結果

報告を行う仕組みの構築

※一元管理する情報は関係者で共有

図-4 舗装管理の各段階におけるPMS実用性向上の方策  


